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顧客の声の活用が抱える課題

近年、商品自体の差別化が困難になるなか

で、顧客の声を商品開発やサービス改善に反

映させようとする企業が増えている。また、

顧客から選ばれるための「顧客満足経営」な

どを経営理念に掲げる企業も多く見受けられ

る。その具体的な施策として、たとえばコー

ルセンターに集まる苦情や意見を全社で参照

できるようにするため、情報システム部や

IT企画部が主体となって「顧客の声データ

ベース」などを構築するケースは珍しくない。

また、顧客の声を全社で共有し、顧客満足

（CS）向上を図るために、「情報発信拠点」

の役割を担うCS推進部などを新設する企業

もここ数年増加している。

しかしながら、顧客の声の全社的な活用、

顧客満足経営の実現には、解決しなければな

らない以下のような問題がある。

その 1つはスピードである。顧客の声がデ

ータベースに蓄積されても、分析結果が報告

されるまでに数週間もかかっては、意思決定

や課題解決のための指示がスピーディにでき

ないという経営層の不満をよく耳にする。

2つ目は、顧客の声を活用する現場サイド

にとって、顧客の声のデータそのものが利用

しにくいことである。たとえば、データベー

スを検索するシステムを導入しても操作方法

が複雑であったり、業務で使える情報に加工

するための負荷がかかってしまったりしてい

る。また、「何を検索したらいいかわからな

い」という、いわゆる「仮説欠乏症」や「顧

客視点欠乏症」に陥ってしまう企業も少なく

ない。

その結果、社員が顧客の声に耳を傾けなく

なるという、最も大きな問題が発生してしま

う。そのために、せっかく蓄積された顧客の

声が活用されないという事態に陥ってしまう

ことも少なくない。これでは、経営層が唱え

る「顧客満足経営」や「顧客視点経営」には

程遠い。

全社的な顧客の声の活用のために

上記の問題に対する解決策として、NRIで

は「TRUE TELLER」のテキストマイニン

グ技術と、コンサルテーションで培った豊富

なテンプレートを搭載した新しいパッケージ

製品「TRUE TELLER 顧客の声ポータル」

を開発した（図 1参照）。これは、さまざま

な形で社内に蓄積された顧客の声にアクセス

組織的な「顧客の声」活用の仕組み
―「TRUE TELLER 顧客の声ポータル」活用事例―

「顧客の声の活用」には、テキスト分析ばかりでなく、経営層をはじめ全社員に対して顧客

の生の声による「気づき」や「課題発見」を促す仕組みも重要である。本稿では、野村総合研

究所（以下、NRI）の「TRUE TELLER 顧客の声ポータル」をベースにした活用事例（松下電

工社）を紹介し、顧客の声の活用を全社に定着させるポイントについて考察する。

特　集　［進化するテキストマイニング―TRUE TELLER―］
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するためのポータルサイトを構築

するものである。

「TRUE TELLER 顧客の声ポー

タル」は、前日までにコールセン

ターに寄せられた顧客の声を自動

集計し、その結果をダイジェスト

の形で提供する。これにより、経

営層をはじめ全社員が、朝の10分

程度で最新の顧客動向を自席の端

末でチェックできるため、スピー

ディな意思決定や課題の検討が可

能となる。

また、目的に合わせてテンプレートを組み

合わせることで参照画面を自分用に設定でき

る。たとえば経営層や管理職向けには、定量

的な判断を容易にするため、グラフや集計表

を主体としたものにできるし、また現場の担

当者向けには、最近の話題を「キーワード」

として表示することで問題意識を引き出すよ

うなことが可能になる。もちろん、気になる

部分は、生の声やエピソードを参照すること

もできるようになっている。

さらに、必要なレポートをすぐに作成でき

る「簡易分析機能」も搭載している。

松下電工社は、この「TRUE TELLER 顧

客の声ポータル」をベースに、経営層・管理

職向けの顧客の声情報システム「VOC21」

（the Voice Of Customer）を開発した。

松下電工社の取扱商品は、システムキッチ

ンなどの住宅関連商品や、さまざまな家電製

品など約10万点にも及ぶ。お客様相談センタ

ーや修理相談センターには、商品の技術相談、

修理依頼に関する問い合わせ、カタログ請求、

部品請求など、顧客からの問い合わせが毎月

12万件ほども寄せられるという。

そこで松下電工社では、2004年 3月より

「TRUE TELLER」を複数の事業本部で導入

し、現場単位でナレッジマネージャーと呼ば

れる分析担当者を育成し、現場レベルで品質

管理や商品開発の観点から顧客の声を活用で

きる体制を構築してきた。

一方で、社内に散在していた「顧客の声」

を集約・統合し、会社経営から顧客の声を反

映させるための仕組みとして2005年 8月より

本格稼動させたのがVOC21なのである。

「顧客の声ポータルサイト」の意義

VOC21を通じて、「顧客の声ポータルサイ

ト」のあり方やメリットなどをみていくこと
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ビジネスインテリジェンス事業部
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神田晴彦（かんだはるひこ）
専門はデータマイニング・テキストマイニ
ングなどのコンサルティング・活用支援

野村総合研究所
サービス・産業システム事業本部
ビジネスインテリジェンス事業部
副主任システムコンサルタント

鈴村賢治（すすむらけんじ）
専門はテキストマイニングによる全社的な
顧客の声の導入・活用コンサルティング

図１　「顧客の声ポータル」の画面例�

※画面イメージは、株式会社アイスタイルが運営する化粧品クチコミ情報サイト�
　「アットコスメ（http://www.cosme.net）」のデータを利用しています。�
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にしよう。

2005年 9月時点で、部課長クラス以上の経

営・管理職層、またはマーケティング部門、

研究開発部門の担当者など約600名のユーザ

ーが利用するVOC21は、より効率よく「気

づき」を促すために、以下のような特徴的な

機能を搭載している。

①寄せられた顧客の声は、翌日には新着情報

として簡単な操作で参照できる。たとえば、

「地震」や「台風」といったタイムリーな

キーワードを含む問い合わせがあったと

き、これをトピックとして掲載することに

より、これまで個々の事業部単位・商品単

位では発見できなかった、「地震」や「台

風」にともなう課題を抽出し、横断的な課

題の解決や商品企画につなげる取り組みが

行える。

②「故障」「不良」「水漏れ」などのキーワー

ドを、あらかじめ留意情報として登録して

おくことで、リスク性の高い情報が優先的

に抽出できるので、危機管理・品質管理に

活用することができる。

③顧客の声の情報に売上実績を紐付けしてお

くことで、新商品や注力商品の売れ行きと

問い合わせ内容との関連を把握できる。

④商品ごとの要望や意見を分析することで、

商品開発へのヒントを得ることができる。

⑤時間のない経営層向けに「マイページ機能」

があり、とくにウォッチしておきたい情報

にダイレクトにアクセスできる。

8月の本格稼動前に、すでにいくつかの商

品において、新商品開発のためのヒントを

特　集
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VOC21により得ており、とくにマーケティ

ング部門、研究開発では、商品開発の説得材

料として実際の顧客の声が経営に与えるイン

パクトに注目している。さらに今後、修理情

報や愛用者アンケートの情報など、順次情報

源を拡大していく予定となっている。

顧客の声の活用を定着させるポイント

VOC21の推進役である、組織横断的な役

割をもつCS部では、顧客の声の活用を定着

させるための組織運営の工夫をしている。

たとえば、顧客の声の活用には顧客接点部

門で蓄積される「声の質の向上」が大きなカ

ギになる。とくにコールセンターでは、日々

顧客対応に追われているなかで、電話対応が

終わった後にあらためて顧客の声を入力して

いる。その後の分析で「光る声」を発見でき

るかどうかは、ここで入力される情報の質に

依存する部分が大きい。一方で、効率化を考

えたとき、この情報入力の負荷が大きな問題

であり、これを組織としてどうクリアしてい

くかは、さまざまな企業に共通の課題である

と言える。これに関して松下電工社では、現

場で入力された声が具体的にどのような形で

経営層に届いているか、どのような声が商品

企画に活かされているかなどの事例を積極的

に共有している。これが現場でVOC21への

取り組みを支えるインセンティブとなり、質

の良いデータ蓄積へのモチベーションの向上

につながっている。

また、VOC21へアクセスしてもらうため

に、気になる声を関係者に自動的にメールで

送信する仕掛けも用意されている。これによ

り刺激を受けたユーザーが、詳細情報を知る

ためにVOC21へアクセスするように誘導し

ているのである。

多様化する顧客の声への対応

「顧客の声ポータル」のようにさまざまな

声が集約できるようになると、そこに掲載す

るコンテンツも、目的に合わせて多様になっ

ていくと考えられる。

たとえば最近注目されているのが、ネット

上の書き込み情報である。自社のコールセン

ターへの問い合わせ情報やアンケートなどの

情報を「内部情報」と呼べば、それは社外に

存在する「外部情報」である。ネット上の口

コミサイトの書き込み情報（ネチコミ）を参

考に商品を購入したことがある人は、高齢者

を含め消費者全体の約 4割にも及んでおり

（日経産業消費研究所調べ。日経MJ新聞

2005/08/10）、日々書き込まれる口コミ情報

のような膨大な外部情報をマーケティングに

利用しようとする企業も多い。

また、リスク管理の観点から書き込み情報

の影響評価を実施する企業も増えてきてい

る。ブログ（個人の日記風のWebサイト）な

どのネット上の書き込み情報を効率よく収集

し、自動的にアラートを出すことができる仕

組みが、今後ニーズとして高まってくる。■
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